
令和６年度むつ市まちづくり活動応援補助金交付要綱

令和６年３月１９日

むつ市告示第３１号

（趣旨）

第１条 市は、市民や団体が実施する自主的かつ独創的な新しい活動を支援し、住

み続けられるまちづくりを推進するため、コンパクトシティ、まちづくりＧＸ、

景観の向上等、市民や団体が行うまちづくり活動に要する経費について、予算の

範囲内において、令和６年度むつ市まちづくり活動応援補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付については、むつ市補助金等に関する

規則（昭和６１年むつ市規則第１６号。以下「規則」という。）で定めるものの

ほか、この要綱で定めるところによる。

（補助対象事業及び補助対象区域）

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び補

助金の交付の対象となる区域（以下「補助対象区域」という。）は別表第１に掲

げるものとする。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれかに該当するものとする。

⑴ 市内に住所を有する個人

⑵ 市内に活動の拠点を有し、過半数が市内に在住、在勤又は在学している３人

以上で構成される団体

⑶ 市内に本社を有する法人

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の交付を受けようとする者が次の各号のいず

れかに該当する場合は、補助対象者となることができない。

⑴ 市税を滞納している者

⑵ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の構成員又は暴

力団に関係すると認められる者

⑶ 補助対象事業に対し、他の補助金等の交付を受けている者

⑷ 政治又は宗教を目的とした団体



⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長が不適当であると認める者

（補助対象経費）

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補

助対象事業に要する経費のうち別表第２で定める経費とする。

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、別表第３に掲げる額（１，０００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てるものとする。）とする。

（事前相談）

第６条 補助対象者は、補助対象事業の実施に当たり、市に事前相談を行い、補助

金の内容及び必要な手続きを理解した上で、補助金の申請を行うものとする。

（申請書等）

第７条 補助金の交付の申請は、むつ市まちづくり活動応援補助金交付申請書（様

式第１号）によるものとする。

２ 前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

⑴ 事業提案書（様式第２号）

⑵ 事業スケジュール（様式第３号）

⑶ 事業収支予算書（様式第４号）

⑷ 構成員名簿（様式第５号）

⑸ 補助対象者の市税の納税証明書

⑹ 見積書又は契約書その他補助対象経費を証明する書類の写し

⑺ その他市長が必要と認める書類

３ 補助金の交付の申請は、予算の範囲内において先着順により受け付けるものと

する。

（補助金の交付の条件）

第８条 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第

５条の規定により付された条件となるものとする。

⑴ 補助対象事業の内容又は補助対象経費の配分について別表第４で定める重要

な変更をする場合には、むつ市まちづくり活動応援補助金変更承認申請書（様

式第６号）を市長に提出し、その承認を受けること。ただし、補助金の交付申

請額を増額することはできない。

⑵ 補助対象事業を中止し、又は廃止する場合には、むつ市まちづくり活動応援

補助金中止（廃止）承認申請書（様式第７号）を市長に提出し、その承認を受



けること。

⑶ 補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困

難となった場合には、速やかにその旨を市長に報告し、その指示を受けること。

⑷ 補助対象事業の状況、経費の収支、その他補助対象事業に関する事項を明ら

かにする書類、帳簿等を備え付け、これらを交付決定年度の翌年度から５年間

保管しておくこと。

⑸ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（取得価格又は効用の増加

価格が１件当たり５０万円未満の機械及び器具を除く。以下「取得財産等」と

いう。）について、台帳を備え付け、当該台帳その他関係書類を減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「省令」とい

う。）で定める耐用年数を経過する日まで保管するものとし、善良な管理者の

注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ること。

⑹ 取得財産等を省令で定める耐用年数を経過するまでの期間内において、市長

の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

付けし、又は担保に供しないこと。

⑺ 取得財産等を市長の承認を受けて処分したことにより収入があった場合には、

市長の定めるところによりその収入の全部又は一部を市に納付すること。

⑻ 規則及びこの要綱の定め並びに補助金の交付の決定の内容及びこれに付した

条件その他法令等に基づく市長の命令を遵守すること。

（決定の通知等）

第９条 規則第６条の規定による決定の通知は、むつ市まちづくり活動応援補助金

交付決定通知書（様式第８号）により行うものとし、補助金を交付しないことに

決定した場合は、むつ市まちづくり活動応援補助金不交付決定通知書（様式第９

号）により、補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。

（申請の取下げの期日）

第１０条 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、

補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して１４日を経過した日とする。

（補助金の交付の方法）

第１１条 補助金は、補助事業の完了後、口座振替により交付する。

（補助金の請求等）

第１２条 補助金の請求は、むつ市まちづくり活動応援補助金請求書（様式第１０

号）を市長に提出して行うものとする。



（実績報告等）

第１３条 規則第１２条の規定による報告は、むつ市まちづくり活動応援補助金完

了（廃止）実績報告書（様式第１１号）によるものとする。

２ 前項の報告書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

⑴ 収支決算書（様式第１２号）

⑵ 実施状況写真

⑶ 事業経費の支払いに関する書類（領収書の写し等）

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類

３ 第１項の実績報告書は令和７年３月３１日までに市長に提出しなければならな

い。

（補助金の額の確定通知）

第１４条 規則第１３条の規定による確定通知は、むつ市まちづくり活動応援補助

金交付額確定通知書（様式第１３号）により行うものとする。

（補助金の取消し及び返還）

第１５条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該決定を取り消すものとし、既に交付した補助金の一部又は全部の返還を

命ずるものとする。

⑴ 偽りその他不正な手段により交付決定又は交付を受けたとき。

⑵ この要綱の規定に違反したとき。

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めるとき。

（調査への協力）

第１６条 補助金の交付を受けた者は、市が補助対象としたものの使用状況等につ

いて調査を行う場合は、これに協力しなければならない。

（委任）

第１７条 この要綱で定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。



別表第１（第２条関係）

補助対象事業 事業の内容 補助対象区域

コンパクトシティ推進事業 ⑴ むつ市立地適正化計画の むつ市立地適

推進に関する事業 正化計画に定め

⑵ 歩きたくなるまちづくり る居住誘導区域

に関する事業 又は地域生活拠

点

まちづくりＧＸ推進事業 むつ市内における緑の創出、 むつ市立地適

カーボンニュートラル等の推 正化計画に定め

進に関する事業 る居住誘導区域

又は地域生活拠

点

景観向上推進事業 むつ市の景観の向上に関する むつ市行政区域

事業

別表第２（第４条関係）

項目 対象となる経費

消耗品費 事業に直接必要な消耗品費（コピー用紙やトナ

ー代を含む。）

燃料費 作業等に必要な機材や車両等の燃料費

印刷製本費 周知文等の印刷に係る経費

委託費 事業に必要となる業務の委託費（当該項目の補

助対象経費の２分の１以内の額）



使用料及び賃借料 車両、機械、物品等の借上料

原材料費 事業に直接必要な原材料費

備品購入費 事業に直接必要な機材や備品の購入費（当該項

目の補助対象経費の３分の１以内の額）

工事費 事業に直接必要な工事費

不動産取得費 事業に直接必要な不動産の取得費

別表第３（第５条関係）

補助対象事業 補助金の額

コンパクトシティ推進事業 補助対象経費の４分の３以内の額とし、１００

万円を上限とする。

まちづくりＧＸ推進事業 補助対象経費の２分の１以内の額とし、１５万

円を上限とする。

景観向上推進事業 補助対象経費の４分の３以内の額とし、３０万

円を上限とする。

別表第４（第８条関係）

重要な変更

⑴ 経費の配分変更

ア 補助対象経費の総額の増額

イ 補助対象経費の総額の２０パーセントを超える減額



⑵ 事業の内容の変更

ア 事業主体の変更

イ 事業提案書の実施内容の変更


